
一般社団法人 日本高気圧潜水医学会 

高気圧酸素治療技術部会 会則 

 

 

第１章  総 則 

(名称) 

第１条 本部会は､一般社団法人 日本高気圧潜水医学会 高気圧酸素治療技術部会(以下､本

部 会 )(Japan Undersea and Hyperbaric Medical Society Technological 

Division:JUHMS-TD)と称する｡ 

(事務所) 

第２条 本部会は､事務所を一般社団法人日本高気圧潜水医学会(以下､本会)の事務所内にお

く｡ 

(設置) 

第３条 本部会の設置は､本会定款第 31 条による｡ 

(目的)  

第４条 本部会は､本会定款第 3 条に則り､高気圧酸素治療における看護､管理および治療技

術の進歩を図り､高気圧酸素治療の発展に寄与することを目的として､次の事業を

行う｡ 

1) 本会学術総会における学術企画への支援 

2) 高気圧酸素治療に係わる教育､調査､研究 

3) 日本高気圧潜水医学会専門技師の育成ならびに教育研修事業の推進 

4) 関連団体との提携ならびに事業の支援 

5) その他､本部会の目的に沿った事業 

 

第２章  会 員 

(会員) 

第５条 本部会の会員は､本会定款第 31 条②によるものとする｡ 

 

第３章  役 員 

(役員) 

第６条 本部会に次の役員をおく｡ 



1)幹事 

2)常任幹事 

(選任) 

第７条 幹事は本部会の会員から施行細則の定める規程によって選任される｡ 

  2  常任幹事は､幹事の中から施行細則の定める規程によって選任される｡ 

(任期) 

第８条 幹事及び常任幹事の任期は就任 3 年後の幹事会までとする｡ただし､幹事または常任

幹事の選任時期が延びた場合は前幹事または前常任幹事の任期が延長される｡ 

  2  補欠又は増員により選任された幹事及び常任幹事の任期は､前任者又は他の在任者

の任期の残存期間と同一とする｡ 

(会長および副会長) 

第９条 本部会に､会長 1 名､副会長若干名を置く｡ 

  2  会長は､常任幹事の互選によってこれを定める｡ 

  3  副会長は､常任幹事の中から地区ごとに会長が指名しこれを定める｡ 

  4  会長は､本部会を代表し､会務を統括する｡ 

  5  副会長は､会長を補佐し､会長が不都合により欠けたときは､その職務を代行する｡会

長はあらかじめ副会長の順位を決定しておかなければならない｡ 

(顧問) 

第１０条 会長は､本医学会評議員の中から顧問数名を置くことができる｡この内 1 名は理 

事が望ましい｡ 

  2  顧問は第 11 条に規定する会議に出席し､意見を述べることができる｡ 

 

第４章  会議および委員会 

(会議) 

第１１条 本部会には､次の会議を置く｡ 

1) 常任幹事会 

2) 幹事会 

3) 委員会 

(常任幹事会) 

第１２条 常任幹事会は､通常常任幹事会と臨時常任幹事会の 2 種類とし､会長が必要と認 

める幹事または委嘱委員を招集することができる｡ 

  2  常任幹事会は､次の事項を議決する｡ 

1) 幹事会に付議すべき事項 

2) 幹事会で議決した事項の執行に関する事項 

3) その他､幹事会の議決を要しない業務の執行に関する事項 



  3  通常常任幹事会は､毎年 2 回会長が召集する｡ 

  4  会長が必要と認めた時､あるいは現在数の 3 分の 1 以上の常任幹事から書面をもって

召集の請求があったとき､会長は､30 日以内に臨時常任幹事会を招集しなければなら

ない｡ 

  5  書面または情報通信技術(以下、ICT)等の活用による常任幹事会の開催はこれを妨げ

ない｡ 

  6  常任幹事会の議長は､会長とする｡ 

  7  常任幹事会は､現在数の 3 分の 2 以上の常任幹事の出席がなければ､議事を行い､ 議

決することができない｡ただし､事前に書面により意思を表示した者は､これを出席と

みなす｡ 

  8  常任幹事会の議決は､出席した常任幹事の過半数をもって決し､可否同数のときは､ 

議長がこれを決する｡ 

  9  常任幹事会の議事については､議事録を作成し､これに､審議事項および議決事項､ 

議事の経過の概要およびその結果を記載し､議事録署名人 2 名がこれに記名押印しな

ければならない｡ 

(幹事会) 

第１３条 幹事会は､幹事をもって構成する｡ 

  2  幹事会は､次の事項を審議する｡ 

1)常任幹事会で執行された事項(事業報告と決算報告など) 

2)常任幹事会で議決された事項(事業計画と予算など) 

3)常任幹事会のみで議決した事項に関する事項(施行細則など) 

4)常任幹事の選任 

5)その他､本部会の運営に関する事項の審議および報告 

  3  通常幹事会は､毎年 1 回会長が招集する｡ 

  4  現在数の 3 分の 1 以上の幹事から書面をもって召集の請求があった､または常任幹事

会がその開催を議決したときには,会長は 30 日以内に臨時幹事会を招集しなければ

ならない｡ 

  5  書面または ICT 等の活用による幹事会の開催はこれを妨げない｡ 

  6  幹事会の議長は立候補とし､司会は副会長が行う｡立候補がないときは副会長また 

は会長がこれにあたる｡ 

  7  幹事会は､現在数の 3 分の 2 以上の幹事の出席がなければ､議事を行い､議決すること

ができない｡ただし､事前に書面により意思を表示した者は､これを出席とみなす｡ 

  8  幹事会の議決は､出席した幹事の過半数をもって決し､可否同数のときは､議長が こ

れを決する｡ 

  9  幹事会の議事については､議事録を作成し､これに､審議事項および議決事項､議事の

経過の概要およびその結果を記載し､議事録署名人 2 名がこれに記名押印しなければ



ならない｡ 

(委員会) 

第１４条 本部会には､その事業の円滑な実施をはかるため､次の各号にしたがって委員会 

を設置することができる｡ 

1) 委員会の設置および解散は､常任幹事会の議決による｡ 

2) 委員会に､必要に応じて顧問を置くことができる｡ 

3) 委員会の委員長､委員および顧問は､常任幹事会の議を経て会長が委嘱する｡ 

 

第５章  会 計 

(予算) 

第１５条 本部会の事業計画および収支予算は,常任幹事会の議決を経て幹事会に報告し､ 

承認を受けなければならない｡ 

(決算) 

第１６条 本部会の事業報告および収支決算は､常任幹事会の議決を経て幹事会に報告し､ 

承認を受けなければならない｡ 

(事業年度) 

第１７条 本部会の事業年度は､毎年 4 月 1 日に始まり翌年 3 月 31 日に終わるものとする｡ 

 

第６章  会則の変更 

(会則の変更) 

第１８条 この会則は､幹事総数の 3 分の 2 以上の賛成議決を経て変更できる｡ 

 

第７章  補 則 

(施行細則) 

第１９条 この会則を施行するために必要な事項は､常任幹事会および幹事会の議決を経て､ 

会長が本部会施行細則に定める｡ 

 

附 則 

  1  この会則は､平成 23 年 10 月 27 日から施行する｡ 

  2  この会則は､2024 年 4 月 1 日から施行する｡ 


